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【学位論文審査の要旨】 
 21 世紀を迎え、地球環境へ配慮した持続可能な社会の構築を目指して、既存住宅ストッ
クの利活用は日本を初めとしたアジア諸国でも共通のテーマとなっており、中国において
も社会的・経済的状況変化から様々な問題を抱えている。中国では、住宅不足解決のため
大規模な都市住宅が建設され、1991年からの国政の改革に伴う所有権の払い下げによって、
これまで使用権及び占有権のみを有していた公的な住宅を所有者が私有することが認めら
れるようになった。その結果、民間による不動産開発事業が活発化し、民間開発の集合住
宅が多く建設されている。それらの管理・修繕に関する制度の整備は、加速する建設スピ
ードに追いついておらず、特に集合住宅共用部分の修繕においては、所有者による建物維
持管理の不足や共用部分に対する修繕意識の低下、さらに管理組合の未組織化・機能不全
などの問題が生じており、今後の老朽化、陳腐化に対する現実に則したより効果的な方策
の構築が急務な状態といえる。そのようななかで、中国の集合住宅の供給体制や維持管理
に関わる法制度、さらには修繕工事の実施体制などの実態や、修繕工事プロセスへの関連
主体の協力関係を明らかにし、さらに集合住宅の大規模修繕経験が豊富な我が国との比較
検討を行うことで、中国の修繕工事における関連主体の協働のあり方を導きだすことは有
用である。 
本論文は、中国大連市の集合住宅共用部分の修繕工事に着目し、修繕工事に関する法制度、
修繕工事に関与する関連主体の業務内容の現状分析、および日本の修繕体制との比較を通
じて、中国の修繕制度の問題点を示した。さらに、修繕工事プロセスにおける各関連主体
の関与体制の実態および問題点の解明から、理想的な協力関係に不可欠な要素、関与体制
のあり方を建築生産工学の観点から明らかにした。 
 本論文で得られた成果は以下のように要約できる。 
１）中国の集合住宅共用部分の修繕に関する法制度の内容把握から修繕工事の現状を明ら
かにし、さらに日本の関連法律との比較から日中の修繕工事の相違点を示した。中国集合
住宅の共用部分修繕に関する法規定では、①責任者の役割：責任団体(管理組合等)の成立
方法、理事会の開催時期、議決権の行使内容、②修繕資金の使途：積立金の徴収・管理方
法、使用手続方法、③施工者の選定方法：修繕工事請負条件、施工業者の資質、の３点で
特に厳しい規定が存在しており、これらの点が大規模修繕の円滑な実施を妨げる要因であ
ることを明らかにした。 
２）中国大連市の集合住宅共用部分における修繕工事 60事例の実態調査から、修繕プロセ
ス全体の傾向を明らかにした。修繕が進まない原因として、集合住宅そのものの維持管理
不全、所有者の修繕意識低下に加え、管理組合の未設立と管理会社の関与が少ないことが
影響していることを指摘した。さらに、管理組合、管理会社の有無による４類型において、
資金調達方式段階、工事請負方法段階において修繕プロセス全体が大きく異なることを示
した。 
３）大連市の集合住宅共用部分の修繕プロセスにおける関連主体の協力関係を、関連主体
  
の参加状況と各プロセスにおける意思決定内容に着目し、関連法制度との適合性から協力
関係における問題点を抽出した。問題点として、管理業者主導のもとで修繕工事の意思決
定が下されており他の参加主体は管理業者に協力する形が多いこと、施工発注および施工
監理における関連主体の責任分担が不明確なため、現行法制度に適合しない場合があるこ
と、という関連主体自体の欠如と業務内容の不備を指摘した。 
４）日本の修繕工事における関連主体の協力関係との比較検討から、中国の関連主体の協
力方式の問題を解決するために必要となる要素を導き出した。改善のための要素として、
中国集合住宅修繕工事における関連業者にコンサルタント・設計者など所有者を支援する
主体を加えること、修繕工事の要となる発意段階、資金計画段階、施工業者選定段階、工
事実施段階において協働する場を設け責任分担を明確化することを導き出した。さらに、
関連主体そのもののあり方やイニシアチブを取る主体の位置づけを明確にし、段階的に所
有者参加を促す方法を提示した。 
以上、本論文は、中国における集合住宅共用部分の修繕プロセスにおける法制度の現状や
修繕工事の現状把握、さらには関連主体の協力関係を丹念な実態調査に基づき解き明かし、
さらに日本おける修繕プロセスへの関連主体の関与状況との緻密な比較を通じて、中国集
合住宅の修繕工事の段階的な改善モデルを提示している。この考え方は、中国の修繕プロ
セスに不可欠な主体を提示するだけに止まらず、今後の先進国における住宅ストックの利
活用に対しても極めて有用であり、大きく寄与することが期待できる。さらに、既存建築
の活用を含めた建築生産工学の分野の発展にも寄与するところが大きい。従って、本論文
は博士（工学）の学位を授与するに十分価値あるものと認められる。 
 
